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第一部【企業情報】
　
第１【企業の概況】
　
１【主要な経営指標等の推移】

提出会社の状況

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成20年６月 平成21年６月 平成22年６月 平成23年６月 平成24年６月
　 　 　 　 　 　

売上高 （千円） 4,680,4182,805,2741,213,323295,3341,607,958

経常利益又は経常損失（△） （千円） 107,042△179,844△408,842△246,321 62,204

当期純利益又は当期純損失
（△）

（千円） 122,615△268,188△437,424△281,655 41,010

持分法を適用した場合の投資利
益

（千円） － － － － －

資本金 （千円） 497,430149,055149,055211,548211,548

発行済株式総数 （株） 50,103 50,623 50,623 106,956106,956

純資産額 （千円） 906,435638,152200,766 46,798 87,809

総資産額 （千円） 2,740,6311,582,725487,631269,415308,745

１株当たり純資産額 （円） 18,214.3212,690.723,992.58413.24 797.89

１株当たり配当額
（うち１株当たり中間配当額）

（円）
－
（－)

－
（－)

－
（－)

－
（－)

－
（－)

１株当たり当期純利益金額又は
当期純損失金額（△）

（円） 2,698.20△5,337.90△8,698.90△4,857.22384.65

潜在株式調整後１株当たり当期
純利益金額

（円） 2,565.45 － － － 358.03

自己資本比率 （％） 33.1 40.3 41.2 16.4 27.6

自己資本利益率 （％） 19.41 － － － 63.52

株価収益率 （倍） 4.9 － － － 10.1

配当性向 （％） － － － － －

営業活動によるキャッシュ・フ
ロー

（千円） 81,055 97,662 184,134△173,917 12,340

投資活動によるキャッシュ・フ
ロー

（千円） △49,930△39,183 24,532 32,342 12,039

財務活動によるキャッシュ・フ
ロー

（千円） △182,846△225,209△456,122 63,847△57,030

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 569,727399,373154,658 67,741 35,133

従業員数 （人） 64 27 23 18 12

(注) 1．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記
載しておりません。

2．売上高には消費税等は含まれておりません。
3．持分法を適用した場合の投資利益につきましては、第８期については関連会社を有していないため記載して
おりません。第９期、第10期、第11期及び第12期については利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏
しい関連会社であるため記載を省略しております。

4．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につきましては、第９期、第10期及び第11期については潜在株式
はあるものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

5．自己資本利益率及び株価収益率につきましては、第９期、第10期及び第11期については潜在株式はあるもの
の当期純損失であるため記載しておりません。
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２【沿革】

年月 事項

平成13年２月 半導体プロセス装置、半導体メトロロジー装置及びその部品の販売、並びにテクニカル業務を目的と

して、株式会社ノアを渋谷区東二丁目16番に設立（資本金3,500万円）

平成14年１月 液晶検査装置のメンテナンス受託業務開始

平成14年２月 半導体製造後工程（アセンブリ、検査装置など）のメンテナンス受託業務開始

平成15年10月 株式会社トプコンと異物検査装置に関する販売代理店契約を締結

平成16年４月 本社移転（渋谷区恵比寿一丁目19番）

平成16年５月 アメリカのImago Scientific Instruments Inc.と三次元原子プローブ装置に関する国内総代理店契

約を締結

平成16年６月 横浜テクニカルセンター開設（横浜市神奈川区）

平成16年６月 アメリカのReVera Inc.と全自動ＸＰＳ装置に関する国内総代理店契約を締結

平成17年９月 名古屋証券取引所（セントレックス）に株式を上場

平成19年１月 東京航空計器株式会社と重ね合せ精度測定装置に関する販売基本契約書を締結

平成19年３月 アメリカのLogic Vision,Inc.とLSI設計用Embedded Testソフトウェア製品等に関する国内代理店契

約を締結

平成19年８月 本社移転（横浜市港北区）

平成19年11月 アメリカのNascentric,Inc.とLSI設計用SPICEシミュレーションソフトウェア製品に関する国内独占

販売代理店契約を締結

平成19年11月 アメリカのATop Tech,Inc. とLSI設計用配置・配線ソフトウェア製品に関する国内販売代理店契約

を締結

平成20年５月 アメリカのJavelin Design Automation,Inc.とLSI設計用システム・フィジカル・プロトタイピング

ソフトウェアに関する国内販売代理店契約を締結

平成21年12月 日本エーエム株式会社との間でLED照明事業における業務提携契約を締結

平成22年９月 日本エーエム株式会社との間でLED照明事業における業務提携内容を強化するための業務提携契約を

締結

平成22年９月 本社移転（東京都港区芝）

平成23年２月 当社半導体事業の事業活動の一時凍結

平成23年４月 日本エーエム株式会社との間で、LED照明機器事業における業務提携契約を解除し、独自での仕入先確

保への展開を加速

平成23年６月 株式会社ライトアンドリレーション（旧　株式会社アールアンドアール）及び株式会社ASKとの間で、

当社事業強化のための業務提携契約を締結

平成23年７月 株式会社ヤマダ電機直営店舗のLED照明化受注開始

平成24年１月 本社移転（東京都中央区日本橋堀留町）
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３【事業の内容】

当社は、LED照明卸売商社としての代理店契約（平成24年６月現在国内53件）に基づく、代理店への卸売および、法人

への導入提案や販売部を展開している商社であります。

　
区分 当社の主な取扱商品

LED照明機器販売 LED照明機器の代理店への卸売および販売全般

　
　
［事業系統図］
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４【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業の内容
議決権等の所有
(被所有)割合
(％)

関係内容

（その他の関係会社）
NR投資事業組合

(注1)

東京都
中央区

60,500投資運用事業 44.14
当社の発行する株
式、新株予約権の取
得及び保有等。

(注) 1．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

　
　
５【従業員の状況】

(1)提出会社の状況

　 　 　 （平成24年６月30日現在）

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数 平均年間給与（千円）

12 40.75 １年７ヶ月 4,718

　
セグメントの名称 従業員数（人）

LED照明機器販売事業 9

全社共通 3

合計 12

(注) 1．従業員数は就業人員であります。

2．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

3．従業員が最近１年間で６名減少しておりますが、これは自己都合による退職であります。

　
(2)労働組合の状況

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

　
１【業績等の概要】

(1) 業績

当事業年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による景気減速からは持ち直してまいりましたが、欧州の財

政危機や円高の長期化により、景気の先行きは不透明な状況で推移してまいりました。

このような市場環境の中、当社は前事業年度に従来の基幹事業であった半導体事業を凍結し、基幹事業をLED照明機器

販売事業に転換して本格的な事業展開を推し進めてまいりました。本事業は、前事業年度においては当初の予定より大

幅に出遅れはしましたが、当事業年度におきましては、株式会社ヤマダ電機新規店舗のLED照明導入における大型受注及

び同社が展開する「あかりレンタル事業」への協力拡大と本格的に動きだしました。

この結果、売上高1,607,958千円（前事業年度比444.5％増）、営業利益63,594千円（前事業年度は230,145千円の損

失）、経常利益62,204千円（前事業年度は246,321千円の損失）、当期純利益41,010千円（前事業年度は281,655千円の

損失）となりました。

なお、当事業年度におけるセグメントは、平成23年２月末日をもって半導体事業の凍結を行ったことにより、現在LED

照明機器販売事業のみの単一セグメントとなっております。当該事業の前年対比は、売上高1,607,958千円（前事業年度

売上高：222,752千円）前事業年度比621.9％増となりました。

　
(2) キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ32,608千円減少し、

35,133千円となりました。なお、当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動により得られた資金は、12,340千円と前事業年度と比べて186,258千円（前事業年度は△173,917千円）の増

加となりました。これは、売上債権の増加142,273千円等によって資金が減少したのに対して、税引前当期純利益が

43,450千円になったことに加えて、仕入債務の増加49,676千円、棚卸資産の減少25,087千円およびその他の資産の減少

6,373千円等により資金が増加したことによるものです。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は12,039千円（前事業年度比20,302千円の減少）となりました。これは、本社移転によ

る差入保証金等の支出7,337千円や無形固定資産の取得による支出2,100千円等があったものの、無形固定資産の売却に

よる収入22,286千円があったことによるものです。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は57,030千円（前事業年度63,847千円の獲得）となりました。これは、長期借入金の返

済による支出17,030千円及び社債の償還による支出40,000千円による資金減少があったことによるものです。
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２【生産、仕入、受注及び販売の状況】

(1)生産実績

該当する事項はありません。

　
(2)仕入実績 　 （単位：千円）

セグメント別の名称
第12期事業年度

(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

　

前年同期比（％）

LED照明機器販売事業 1,268,565 599.4

（注） 上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　
(3)受注実績 　

該当する事項はありません。

　
(4)販売実績 　 （単位：千円）

セグメント別の名称
第12期事業年度

(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

　

前年同期比（％）

LED照明機器販売事業 1,607,958 721.9

（注）1.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

2.主な相手先の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

区  分

第11期事業年度
(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

第12期事業年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

株式会社ヤマダ電機 49,054 16.6 1,456,606 90.6

ⅰ.上記の金額には消費税等は含まれておりません。

　
３【対処すべき課題】

今後の世界経済の動向を見ますと、欧州経済の低迷が続いているほか、中国では成長ペースの鈍化が続いており、金融

市場では、米国経済に対する過度な期待の修正、スペインにおける財政再建の遅れに対する懸念、ギリシャ政局の混乱な

どから、株価が下落傾向にあるほか、為替が円高方向で推移している状況の中において、我が国の今後の経済は、官民に

よる復旧・復興需要の顕在化や海外経済の持ち直しを背景に輸出の増加などを支えに、穏やかながら回復に向けた動き

が継続するとみられています。

また、原子力発電の稼動が不透明なため電力不足に陥ることが懸念されていることから、企業の節電意識の高まりも

あって、LED照明機器の需要が急速に高まっていることも事実であり、当社としてはこれを大きなビジネスチャンスとと

らえ、LED照明機器販売事業での拡販と新たな環境関連商材の販売念頭において、新規事業の開発を推進していくという

方針のもと、以下の項目を重点課題として確実に実施してまいります。

（１）LED照明機器販売事業の拡販

当社は昨年、LED照明機器販売を本格的に開始しており、ようやく収益基盤確立の目処が立ちつつある状況となっ

ておりますが、競合他社の参入も激化していることから、仕入先である株式会社共立電機製作所との連携を強化し、商

品供給体制の確立と商品の差別化を推進するとともに、顧客への共同提案をスピーディーに実施できる体制を構築し

てまいります。これに加え、LED照明機器販売時に発生する付随工事等の取り込みを図り、収益の上積みを目指してい

く所存であります。
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（２）新たな環境関連商材の販売

昨今、国内における太陽光発電事業市場の拡大に伴い、当社に対しても、顧客より太陽光発電関連商材の取り扱い

の可能性に関する問い合わせが増加しております。当社といたしましては、新たな商材確保の観点より、現在、太陽光

発電モジュールの販売可能性に関する検討を進めており、収益拡大に資すると判断した場合には、当該事業に積極的

に参入してまいる所存であります。

（３）新規事業の開発

業務提携先である株式会社ASK及び株式会社ライトアンドリレーション（旧 株式会社アールアンドアール）の支

援を得ながら、両社が得意とする自動車関連産業分野での新規事業開発を推進してまいります。また、新規事業開発に

際し、早期の事業立ち上げに資すると判断すれば、事業譲受等を含めたM&Aの検討も行ってまいります。

　
一方で、当社はLED照明機器販売事業への主力事業の転換に至る過程において、平成23年１月27日に、株式会社名古

屋証券取引所から「上場会社が実質的な存続会社でないと当取引所が認めた場合」に該当するとして、平成23年１月

27日から平成26年６月30日までの合併等による実質的存続性の喪失に係る猶予期間入りと定められました。

実質的な存続会社でないと判断された場合でも、直ちに上場廃止となるのではなく、猶予期間中に「新規上場に準

じた審査」に適合すると認められた場合には猶予期間入りから解除され当社株式の上場が維持されることになりま

す。当社といたしましては、LED照明機器販売事業での拡販と新たな環境関連商材の販売、新規事業の開発を推進し、収

益基盤を確立したうえで、新規上場に準じた審査に係る申請を行い、審査に適合し、猶予期間からの解除により上場を

維持すべく対応いたしてまいります。

また、当社は、平成22年６月期（第10期）から平成24年６月期（第12期）第３四半期まで「継続企業の前提に関す

る注記」の記載をしておりました。

これまで当該状況を解消すべく、販売力の向上とコストの削減により収益力の向上を図ったことに加え、新たに策

定した「中期経営計画」の実行を前提として当該状況は解消したものと判断いたしましたが、今後におきましても安

定的な収益基盤の確立が重要である状況に変わりはございません。そのために、これらの施策を一層強力に推進すべ

く、「中期経営計画」を着実に実行することによって企業体質の強化を図るとともに、企業価値向上を実現するため

のさらなる収益基盤の拡大を図っていく所存であります。
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４【事業等のリスク】

当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事項で、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性

のあるリスク要因を以下に記載しております。また、当社として必ずしも事業上のリスクとは考えていない事項につき

ましても、投資判断上あるいは当社の事業活動を理解するうえで重要と考えられる事項については、投資者に対する情

報開示の観点から記載しております。

当社はこれらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針であります

が、本株式に関わる投資判断は、以下の事項に記載された各事項及び本書中の本項以外の記載事項を慎重に検討したう

えで、行われる必要があると考えられます。また、以下の事項は当社株式への投資に関するリスクをすべて網羅するもの

ではありませんので、この点もあわせてご留意ください。

　
当社の事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる事項で、投資家の判断に重要な影響を及ぼす事項に

は、以下のものがあります。

なお、文章の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社グループが判断したものであります。

　
（1）中期経営計画の実行可能性について

当社は、一般販売管理費の大幅な削減、収益基盤の拡充および資金繰りの安定化を柱とする中期経営計画に基づき、収

益力の向上と財務基盤の拡充を図ってまいる所存です。しかしながら、同計画における施策が不冴えに終わった場合に

は、当社の業績または資金繰りに影響を及ぼす可能性があります。

　
（2）依存度の高い特定顧客からの依存脱却について

当社は当期において、株式会社ヤマダ電機への売上高の比率が90.6%となっておりますが、次期におきましては、主た

る販売モデルとなっていた同社直営の新規店舗への販売を次期計画には織り込んでおりません。

当社といたしましては、当期半ばより、同社への依存度を低下するために他の大口顧客の開拓や官公庁入札案件への

取組み等の施策を講じており、今後は幅広い顧客への販売を計画しておりますが、これらの施策が不冴えに終わった場

合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
（3）競合について

当社が主要事業と位置付けているLED照明機器販売市場は、その市場規模が急拡大している一方で、販売に関しまして

は参入障壁が低く、販売業者の参入が相次いでいることにより価格競争が激化しております。当社といたしましては、比

較的競合関係の緩い高所照明の取り扱い強化等により、価格競争を極力回避し、利益率の確保に努めてまいる所存であ

りますが、予想以上の製品価格低下が回避できない状況となった場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

　
（4）LED照明機器販売事業の在庫リスク

当社は、顧客の様々なニーズに素早く対応するためにも、相応の在庫を保有する必要があります。

一方、加速度的な技術発展によって商品サイクルの短縮や価格競争による在庫商品の陳腐化したことに伴い、在庫商

品の販売価格が当社の予測と乖離した場合には、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。

　
（5）LED照明機器販売事業における販売代理店契約について

当社は、国内外の優良なLED照明商材を製造メーカーおよびその代理店から仕入れて、当社顧客に販売し、または販売

代理店等に卸売りしております。しかしながら、LED照明業界全体での販売代理店獲得における競争の激化や地域的な偏

りなどの理由から、販売代理店契約の解除や脱退などに伴い、当社の業績に影響が及ぶ可能性があります。

また、多数の販売代理店契約の締結により、貸倒リスクが発生する可能性があり、当社の収益に影響を及ぼす可能性が

あります。
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（6）継続企業の前提に関する重要な事象等

当社は、前事業年度まで３期連続して営業損失、経常損失及び当期純損失計上していたことにより、継続企業の前提に

関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりました。

当社は、当該状況を解消すべく、経営体制を強化し、LED照明機器販売事業への本格的な事業展開を図ってまいりまし

た。

この結果、当事業年度においては営業利益63,594千円、経常利益62,204千円及び当期純利益41,010千円を計上し、営業

キャッシュ・フローもプラスに転じることとなりました。

当社では、新たに以下の「中期経営計画」を策定し、これらの施策を着実に実行することにより、さらに収益力を向上

させ、安定的な財務基盤を獲得するための経営改善を推し進めてまいります。

「中期経営計画」の具体的な内容は下記のとおりであります。

（ⅰ）販売費及び一般管理費の大幅な削減

・運営体制の見直しと営業職給与体系への歩合給導入による人件費の一部変動費化を実施します。

・大阪事務所を閉鎖し、本社による対応を実施します。

（ⅱ）収益基盤の拡充

・提携先や取引先を通じた顧客開拓チャネルの拡充を図ります。

・付随工事の取り込みなど顧客対応力の強化による収益の上積み施策を実施してまいります。

（ⅲ）新規事業開発

・太陽光パネル販売事業への参入を目指し、提携先の選定を開始いたします。

・提携先の協力を得ながら、事業提携やＭ＆Ａによる自動車関連事業への参入を検討してまいります。

（ⅳ）資金調達施策の実施による財務基盤の拡充と資金繰りの安定化

・筆頭株主であるNR投資事業組合に対し、すでに付与しております新株予約権の次事業年度内での行使を要請してま

いります。

・提携先に対し短期運転資金の借入枠の設定を要請し、内諾を得ております。これにより、資金繰りの懸念のない事業

運営を行ってまいることが可能となっております。

・取引金融機関との関係正常化に向け、交渉を再開するとともに、必要資金の借入交渉を行ってまいります。

これらを総合的に勘案し、当社といたしましては、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象、または状況

は解消されたものと判断しております。

　
（7）その他

潜在株式について

当社は、平成23年６月29日開催の臨時株主総会の特別決議に基づき、NR投資事業組合に対して新株予約権を発行して

おります。この新株予約権の行使期間は平成24年１月１日から平成28年６月30日となっており、本件新株予約権が行使

された場合、１株当たり株式の価値は希薄化する可能性があります。

なお、平成24年８月末日現在の発行済株式総数は106,956株に対して、本件新株予約権による潜在株式数は20,000株と

なっております。

　
５【経営上の重要な契約等】

当事業年度においては、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　
６【研究開発活動】

該当事項はありません。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当事業年度の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析につきましては以下のとおりであります。

(1) 財政状態の分析

①資産の状況

当事業年度末における流動資産の残高は、293,026千円（前事業年度末比54,116千円増）となりました。その主な要

因は、LED事業の本格化に伴い売掛金が142,273千円増加した一方で、LED商品在庫の減少により商品が25,026千円減少

したこと、DCGシステムズ株式会社に対する未収入金を約定に基づき回収したことにより未収入金26,465千円減少し

たこと及び現金及び預金が32,608千円減少したこと等によるものであります。

また、当事業年度末における固定資産の残高は、15,719千円（前事業年度末比14,786千円減）となりました。その主

な要因は、平成22年９月のLED事業譲受に伴い計上したのれん代25,000千円の当事業年度の償却額4,999千円及び減損

損失15,834千円で減少を計上した一方で、本社事務所移転に伴う差入保証金が7,218千円増加したこと等によるもの

であります。

この結果、当事業年度末における総資産は308,745千円（前事業年度末比39,330千円増）となりました。

②負債の状況

当事業年度末における流動負債の残高は、180,936千円（前事業年度末比38,319千円増）となりました。その主な要

因は、LED事業の本格化に伴い買掛金が49,676千円増加した一方で、１年内返済予定の長期借入金が17,030千円純減し

たこと等に伴うものであります。

また、当事業年度末における固定負債の残高は、40,000千円（前事業年度末比40,000千円減）となりました。その主

な要因は、１年内償還予定分の40,000千円を流動負債へ振替えたことによるものであります。

この結果、当事業年度末における負債合計は220,936千円（前事業年度末比1,680千円減）となりました。

③純資産の状況

当事業年度末における純資産の残高は、87,809千円（前事業年度末比41,010千円増）となりました。その主な要因

は、当期純利益を41,010千円計上したことに伴うものです。

　
(2) 当事業年度の経営成績の分析

①売上高の変動要因の分析

当事業年度における売上高は1,607,958千円となり、前事業年度の売上高295,334千円に対し1,312,624千円の増

収（前事業年度比444.5％増）となりました。これは株式会社ヤマダ電機新規店舗のLED照明導入における大型受注

および同社が展開する「あかりレンタル事業」への協力拡大とLED照明機器販売事業が本格的に動き出したことに

よるものです。

②売上総利益の変動要因の分析

当事業年度の売上総利益314,608千円となり、前事業年度の売上総利益54,481千円に対し、260,127千円の増加と

なりました。これはLED照明機器販売事業を本格的に展開したことにより、LED照明機器に係る売上高が大幅に増加

したことによるものであります。

③販売費及び一般管理費

当事業年度の販売費及び一般管理費は251,014千円（前事業年度比11.8％減）となり、前事業年度の284,627千円

に対し、33,613千円減少しました。名古屋営業所、九州営業所の閉鎖および自然退職により従業員６名が減少したこ

と等に起因するものであります。

④営業利益

当事業年度における営業利益は63,594千円となり、前事業年度の営業損失230,145千円に対し、293,740千円利益

が増加しました。これは上記②から③に記載したとおりであります。

⑤経常利益

当事業年度における経常利益は62,204千円となり、前事業年度の経常損失246,321千円に対し、308,526千円利益

が増加しました。これは上記②から③に記載したとおりであります。

⑥当期純利益

当事業年度における当期純利益は41,010千円となり、前事業年度の当期純損失281,655千円に対し、利益が

322,666千円増加しました。これは上記②から③に記載したとおりであります。
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(3) キャッシュ・フローの分析

キャッシュ・フローの分析につきましては、「第２　事業の状況　１　業績等の概要（2）キャッシュ・フローの状

況」に記載のとおりであります。

　
(4)継続企業の前提に関する重要事項等に対する対応策

当社は、「第２　事業の状況　４　事業等のリスク」に記載のとおり、前事業年度まで３期連続して営業損失、経常損

失及び当期純損失計上していたことにより、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在して

おりましたが、当社といたしましては、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象または状況は解消され

たものと判断しております。
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第３【設備の状況】

　
１【設備投資等の概要】

当事業年度において重要な設備投資はありません。

また、重要な設備の売却、除却等はありません。

　
　
２【主要な設備の状況】

当社は、国内に本社及び大阪営業所を設けております。

以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。

（平成24年６月30日現在）

事業所名
(所在地)

セグメント別
の名称

設備の内容

帳簿価額（千円）
従業員数
(人)

建物付属設
備

工具、器具
及び備品

ソフト
ウェア

差入
保証金

合計 　

本社
(東京都中央区)

LED照明機器
販売事業、並
びに本社総括
業務

販売及び総
括業務施設

570 643 4,240 7,46512,919 9

合計 570 643 4,240 7,46512,919 9

（注）1.上記金額には消費税等は含んでおりません。

2.従業員数は就業人員です。

　
　
３【設備の新設、除却等の計画】

　
(1)重要な設備の新設

該当事項はありません。

　
(2)重要な除却等の計画

該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

　
１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 200,000

計 200,000

　
②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成24年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年９月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 106,956 106,956
名古屋証券取引所
(セントレックス)

単元株制度を採用
しておりません。

計 106,956 106,956 － －

(注)  発行済株式は、すべて完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式でありま

す。

　
(2) 【新株予約権等の状況】

平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次のとおりであ

ります。

①  平成23年６月29日臨時株主総会決議

区分
事業年度末現在

（平成24年６月30日）
提出日の前月末現在
（平成24年８月31日）

新株予約権の数 20,000個(注)1 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ― ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数 20,000株(注)1 同左

新株予約権の行使時の払込金額 １株につき 2,450円(注) 同左

新株予約権の行使期間
自平成24年１月１日
至平成28年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額

発行価額      1,225円
資本組入額    1,225円

同左

新株予約権の行使の条件 (注)1 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の第三者に対す
る譲渡は、当社取締役会の承
認を要するものとする。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ―

１.  本新株予約権１個の行使により当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに代えて当社の有する当社普通株式を処

分（以下、当社普通株式の発行又は処分を「交付」という。）する数は、1株（以下「割当株式数」という。）とする。

本新株予約権の目的である株式の総数は、割当株式数に本新株予約権の総数を乗じた数として20,000株とする。但

し、下記第２項乃至第４項により割当株式数が調整される場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は、調整

後割当株式数に応じて調整されるものとする。
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２.  当社が下記第７項の規定に従って行使価額の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整される。但し、

調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨てる。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後行使価額は、

下記第７項に定める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。

　

調整後割当株式数＝
調整前割当株式数×調整前行使価額

調整後行使価額

　
３.  調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由にかかる下記第７項第(2)号及び第(5)号による行使価額の調整に関し、

各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日とする。

　
４.  割当株式数の調整を行うときは、当社は、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整前割当株式数、調整後割

当株式数及びその適用の日その他必要な事項を、適用の日の前日までに本新株予約権者に通知する。但し、適用の日

の前日までに前記の通知を行うことができないときは、適用の日以降速やかにこれを行う。

　
５.  各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その価額は、行使価額に交付株式数を乗じた額とする。

　
６.  本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合における株式１株あたりの出資される財産の価額

(以下「行使価額」という。)は、2,450円とする。但し、行使価額は下記第７項の定めるところに従い調整されるもの

とする。

　
７.  行使価格の調整

(1)  行使価額調整式により本新株予約権の行使価額の調整を行う場合及びその調整後の行使価額の適用時期につい

ては、次に定めるところによる。

　

　 　 　 　
既発行株式数 ＋交付株式数×

１株あたりの
払込金額

調整後
行使価額

＝
調整前
行使価額

×
１株あたりの時価

既発行株式数＋交付株式数

　
(2)  行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価額の適用時期については、次に定めるところ

による。

① 本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式を新たに発行し、又は当社の保有する当社普

通株式を処分する場合（但し、当社普通株式の交付と引換えに当社に取得され、若しくは当社に対して取得を請求

できる証券、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）その

他の証券又は権利の取得、転換又は行使による場合を除く。）

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場合はその最終日とする。以下同じ。）の翌日以降、

また、募集のための基準日がある場合はその日の翌日以降これを適用する。

② 当社普通株式の株式分割又は当社普通株式の無償割当をする場合

調整後行使価額は、当該株式の分割又は無償割当てのための基準日（無償割当てのための基準日がない場合には

当該割当ての効力発生日とする。）の翌日以降これを適用する。

③ 本項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通株式の交付と引換えに当社に取得され、若しくは

当社に対して取得を請求できる証券を発行（無償割当の場合を含む。）する場合又は当社普通株式の交付を請求

できる新株予約権若しくは新株予約権付社債その他の証券又は権利を発行（無償割当の場合を含む。）する場合

調整後行使価額は、発行される証券、新株予約権又は権利のすべてが当初の取得価額で取得され又は当初の行使価

額で行使され、当社普通株式が交付されたものとみなして行使価額調整式を準用して算出するものとし、かかる証

券若しくは権利の払込期日又は新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の割当日の翌日以降、ま

た、募集又は無償割当てのための基準日がある場合にはその日の翌日以降これを準用する。

(3)  行使価額調整式により算出された調整後行使価額と調整前行使価額との差額が１円未満にとどまる場合は、行使

価額の調整は行わない。但し、その後行使価額の調整を必要とする事由が発生し、行使価額を調整する場合には、行

使価額調整式中の調整前行使価額に代えて調整前行使価額からこの差額を差し引いた額を使用する。
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(4) ①  行使価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものとする。

②  行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用される日に先立つ45 取引日目に始まる30 

取引日（終値のない日を除く。）の金融商品取引所における当社普通株式の普通取引の終値の単純平均値とす

る。この場合、単純平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を切り捨てるものとする。

③  行使価額調整式で使用する既発行株式数は、株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は

その日、また、かかる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の１ヶ月前の日における当社の

発行済普通株式の総数から、当該日において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。

(5)  本項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当社は、必要な行使価額の調整

を行う。

①  株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合併のために行使価額の調整を必要とするとき。

②  その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により行使価額の調整を必要と

するとき。

③  行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由に基づく調整後行使価額の算出にあたり使

用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

(6）行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始日の前日までに、本新株予約権の新株予約権者

に対し、かかる調整を行う旨ならびにその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日その他必要な

事項を書面で通知する。但し、上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかにこれを行う。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数(株)

発行済株式総数
残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額（千円）

資本準備金残高
（千円）

平成19年８月29日
（注）1

22,474 49,055 208,502494,155208,502488,054

平成19年７月１日～
平成20年６月30日

（注）2
1,048 50,103 3,275 497,430 3,275 491,330

平成20年７月１日～
平成21年６月30日

（注）3
520 50,623 1,625 499,055 1,625 492,955

平成21年３月25日
（注）4

－ 50,623△350,000149,055△350,000142,955

平成22年９月６日
（注）5

9,276 59,899 22,494 171,549 22,494 165,449

平成23年６月30日
（注）6

47,057 106,956 39,998 211,548 39,998 205,448

平成24年６月30日
 

－ 106,956 － 211,548 － 205,448

（注）1. 有償第三者割当  普通株式  発行価額18,555円  資本組入額9,277.5円

割当先  トライハードNOAH投資事業有限責任組合
2. 平成19年７月１日から平成20年６月30日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数、資本金及び資本
準備金が増加しております。
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3. 平成20年７月１日から平成21年６月30日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数、資本金及び資本
準備金が増加しております。

4. 平成21年３月24日開催の臨時株主総会決議に基づき、欠損填補のため、平成21年３月25日付で資本金及び資本準
備金がそれぞれ350,000千円ずつ減少しております。

5. 平成22年９月３日開催の臨時株主総会決議に基づき、第三者割当による普通株式の発行を行っております。
    発行価格4,850円  資本組入額2,425円
    割当先  株式会社デジアイズ、株式会社テラオカ、株式会社洸陽電機
  なお、当該第三者割当による普通株式の発行は、平成22年９月３日開催の臨時株主総会決議時は、手取金の総
額は327,879,450円としておりましたが、一部払込の手続きが実行されず失権が生じたことから、当該手取金の
総額は42,888,600円となり、重要な変更が生じております。

6. 平成23年６月29日開催の臨時株主総会決議に基づき、第三者割当による普通株式の発行を行っております。
    発行価格1,700円  資本組入額850円
    割当先  NR投資事業組合

　
(6) 【所有者別状況】

　 　 　 　 　 　 　 平成24年６月30日現在

区分

株式の状況
単元未満
株式の状況

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － 4 6 1 1 1,124 1,136 －

所有株式数
（株）

－ － 822 8,690 2 28 97,414106,956 －

所有株式数の
割合（％）

－ － 0.77 8.12 0.00 0.03 91.08 100.00 －

（注）1. 当社の自己株式338株は、「個人その他」に含めて記載しております。

　
(7) 【大株主の状況】

　 　 　 平成24年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ＮＲ投資事業組合 東京都中央区日本橋堀留町二丁目9番8号 47,057 43.99

溝邉　乃利雄 千葉県市川市 15,870 14.83

株式会社デジアイズ 岩手県奥州市前沢区字高畑31 6,185 5.78

石川　敬啓 神奈川県川崎市高津区 4,241 3.96

白神　健一 大阪府守口市 4,240 3.96

渡邊　豊 神奈川県横浜市港南区 2,423 2.26

株式会社テラオカ 東京都港区芝四丁目４番13号 2,061 1.92

鹿嶋　崇幸 神奈川県横浜市鶴見区 1,383 1.29

酒井　哲史 愛知県名古屋市天白区 1,359 1.27

大久保　博 千葉県市川市 1,005 0.93

計 ― 85,824 80.24
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(8) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成24年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式      338

―
権利内容に何ら制限のない当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式  106,618 106,618 同上

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 106,956 ― ―

総株主の議決権 ― 106,618 ―

　
②【自己株式等】

　 　 　 　 平成24年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ノア

東京都中央区日本橋堀留町
二丁目９番８号

338 ― 338 0.31

計 ― 338 ― 338 0.31

　
　
(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

    【株式の種類等】

普通株式

　
(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

該当事項はありません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の
総額（円）

株式数（株）
処分価額の
総額（円）

引き受ける者の募集を行った取得
自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他 － － － －

保有自己株式数 338 － 338 －

　
　
　
３【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元の実施を経営の重要課題の一つと認識しております。

しかしながら、従来の主要事業であった半導体事業については当面の収益を確保することが見込めないものと判断し

て事業を凍結する一方で、安定的に利益計上を行うためにLED照明機器販売事業を中心とする現行事業モデルへの変革

を実施して事業領域の拡大による利益体質を確立し、累積損失の解消により内部留保を充実させて財務基盤の回復に注

力することを最優先事項と位置づけております。

このため、誠に遺憾ながら当期の配当は見送らせていただきましたが、将来的には経営成績及び財務状況の改善に応

じて、配当等による株主への利益還元を検討していく所存であります。

なお、当社の剰余金の配当は、決定機関を株主総会とし、期末配当の年１回を基本的な方針としております。

また、当社は、会社法第454条第５項の規定により、毎年12月31日を基準日として取締役会の決議によって中間配当を

行うことができる旨を定款に定めております。
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４【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第８期 第９期 第10期 第11期 第12期

決算年月 平成20年６月 平成21年６月 平成22年６月 平成23年６月 平成24年６月

最高(円) 22,900 15,000 9,050 7,510 6,020

最低(円) 8,010 2,270 4,850 1,180 3,300

（注）最高・最低株価は名古屋証券取引所「セントレックス」市場におけるものであります。

　
(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成24年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 4,500 4,300 3,990 4,400 5,050 6,020

最低(円) 3,995 3,360 3,575 3,300 3,600 3,655

（注）最高・最低株価は名古屋証券取引所「セントレックス」市場におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

代表取締役
社長

　 脇沢　光義 昭和32年９月16日

昭和57年４月 ㈱西武クレジット（現㈱クレディ

セゾン）入社

(注)１ －

昭和61年８月 ㈱西武百貨店転籍

平成８年２月 ㈱モンタボー入社 営業統括係長

及び販売推進係長兼務

平成９年１月 ㈱海外生活総合情報センター入社

企画部課長

平成９年８月 ㈱バンネーションズコンサルティ

ング入社 営業部

平成10年１月 ㈱東京せんでん入社 営業部

平成10年９月 ㈱エイベックコミュニケーション

ズ入社 営業マネージャー

平成12年11月 中部自動車販売㈱入社 店舗開発

宣伝広告課長

平成15年12月 ㈱カーチス入社 営業企画部部長 

店舗開発部部長

平成20年３月 カーコンビニ倶楽部㈱入社

総合企画部、営業統括本部、直営店

統括部部長兼任

平成23年６月 当社取締役就任

平成23年10月 当社代表取締役就任（現任）

取締役 管理本部長 奈良　正敏 昭和32年４月13日

昭和55年４月 ㈱ホンダ南東京（現 Honda Cars 

東京中央）入社

(注)１ －

昭和58年１月 ホンダショップタイヨウ 入社

昭和62年４月 ㈱ホンダプリモ山梨中央（現

Honda Cars 山梨）入社

平成３年12月 ㈲ベーシック トレーディング 入

社

平成11年３月 中部自動車販売㈱ 入社

平成16年１月 フレックス自動車株 入社

平成17年３月 ㈱オークサービス 転籍

平成19年１月 共立Ｒ＆Ｃ 開業

平成23年10月 ㈱明輪 入社

平成24年９月 当社取締役管理本部長就任（現

任）

取締役 　 有賀　博之 昭和32年７月７日

昭和56年４月 共栄火災海上保険相互会社入社

(注)１ －

平成14年４月 同社自動車開発部部長

平成19年４月 同社営業統括部長

平成19年９月 同社退社

平成19年10月 ㈱地球健康クラブ代表取締役就任

（現任）

平成23年６月 当社取締役就任（社外）（現任）

取締役 　 狩野　謙太郎 昭和48年11月19日

平成８年４月 ㈱KTテクノ入社

(注)１ －

平成11年１月 ㈱JAC（現㈱カーチス）入社

営業本部シニアマネージャー

平成19年２月 ㈱カーライフネット入社

提携事業部部長

平成19年７月 ㈱ASK入社

平成21年４月 ㈱ハートインターナショナルジャ

パン取締役就任（現任）

平成22年４月 ㈱ASK執行役員（現任）

平成23年６月 当社取締役就任（社外）（現任）
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
（株）

監査役 　 矢島　浩二 昭和35年11月30日生

昭和56年７月 三洋伊勢崎電子㈱入社

(注)２ －

昭和61年６月 セゾン生命保険会社（現 AIGエジ

ソン生命保険㈱）入社

平成７年10月 中部自動車販売㈱入社

平成14年３月 ジャックホールディングス㈱

入社

平成20年８月 ㈱ASK入社

平成22年７月 ㈱明輪入社

平成23年９月 当社監査役就任（現任）

非常勤
監査役

　 中　紀人 昭和36年９月11日

平成元年４月 司法修習生

(注)３ －

平成３年４月 弁護士登録（大阪弁護士会所属）

金子・中法律事務所パートナー

(現任)

平成22年９月 当社監査役就任（現任）

非常勤
監査役

　 伊藤　知 昭和19年11月４日

昭和44年５月 ㈱日刊自動車新聞社 入社

(注)３ －

平成13年６月 同社 取締役 就任

平成15年６月 同社 代表取締役社長 就任

平成22年６月 同社 取締役会長 就任

平成23年５月 同社 取締役 退任

平成24年９月 当社監査役就任（現任）

計 －

　
　

（注）１．取締役の任期は、平成24年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年６月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

２．監査役の任期は、平成23年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年６月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

３．非常勤監査役の任期は、平成22年６月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年６月期に係る定時株主総

会終結の時までであります。

４．有賀博之及び狩野謙太郎は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。

５．監査役の中紀人及び伊藤知は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①企業統治の体制

イ  企業統治体制の概要

当社の取締役会は、企業価値の最大化がコーポレート・ガバナンスの基本目標であるとの認識のもと、当有価

証券報告書提出日現在、社外取締役２名を含む取締役４名体制で構成されております。また監査役３名は常勤監

査役１名及び社外監査役２名として、取締役会のほか、必要に応じて重要な経営会議等に参加し、法令遵守及び

取締役の職務執行の監督並びに企業会計全般にわたる構成な監査をしております。この様な経営監視体制が、

「経営の透明性を高めること」、「コンプライアンス遵守の経営を徹底すること」、「効率的な経営を行うこ

と」の基本目標の実現を目指すものであります。

当社は、会社法第427条第１項に基づき、社外取締役、社外監査役及び会計監査人との間において、会社法第423

条第１項の賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく賠償責任限度額は、法令が定める額

としております。なお、当該責任限定が認められるのは、当該社外取締役、社外監査役及び会計監査人が責任の原

因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

ロ  企業統治の体制を採用する理由

当社は、上記体制を推進することにより、経営判断の透明性・合理性・公正性を確保するとともに、客観的か

つ中立的な視点で経営を有効に監視することができるものと判断しております。

ハ  内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

・平成19年6月より、内部統制システム構築の基本方針を策定し、全社への浸透・定着を推進しております。

・平成21年6月期から、内部統制報告書制度に対応した内部統制評価システムを本格的に運用実施しておりま

す。

・社長直属の独立機関として、社内各部門の業務監査を行う内部監査室を設置しております。

・管理本部は、取締役会の事務局として、コンプライアンスの監視に取り組んでおります。

・その他、顧問弁護士からコーポレート・ガバナンス体制、法律面等についての公正かつ適切な助言、指導を受

けております。

　
②内部監査及び監査役監査の状況

・内部監査は、社長直属の独立した業務監査部門である内部監査室により実施しております。法令順守、内部統制

の有効性と効率性、リスクマネジメントの検証等について、各部門の監査を実施し、チェック・指導を行う体制

をとっております。

・監査役監査は、常勤監査役１名及び非常勤監査役２名により実施しております。監査役は取締役会その他の重要

な会議に出席するとともに、取締役の経営戦略の意思決定及び業務執行状況について監査を行っております。

・監査役は内部監査室、監査法人と定期的に情報交換を行うなど、有機的に連携をしております。

　
③社外取締役及び社外監査役の状況

当社は、社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準または方針は定めておりませんが、選

任にあたっては、経歴や当社との関係を踏まえて、当社経営陣から独立した立場で社外取締役及び社外監査役とし

ての職務を執行できる十分な独立性が確保できることを個別に判断しております。また、当社では、企業統治の在

り方を追求し、実効的かつ独立性を確保した企業統治の仕組みを機能させ、企業価値向上のためのモニタリング機

能を果たすことを期待して社外取締役及び社外監査役を選任しております。

当社の社外取締役は２名、社外監査役は２名であります。社外取締役及び社外監査役と当社との間には、特別な

人的関係、資本的関係及び取引関係はなく、当社の事業関係における業務執行者に該当しない独立性の高い立場に

あります。

社外取締役有賀博之氏は、株式会社地球健康クラブの代表取締役を務め、一般家庭や中小企業、病院等にCO2排出

に関する地球温暖化対策の提案や啓蒙活動を行い、当社の環境関連事業と親和性のある取組みや高い知見を有し

ており、これらの豊富な経験や知識を当社の経営に反映していただけると認識しております。また、同氏及び株式

会社地球健康クラブと当社の間に特別の利害関係はありませんので、外部の客観的な立場から経営監視機能を果

たしていただけると認識しております。

社外取締役狩野謙太郎氏は、株式会社ASKの執行役員を兼任しており、同社での自動車関連事業において高い実

績と知見を有しており、当社の当該事業の展開及び進展に伴う事業基盤強化のための強力な推進力として、当社経

営基盤の強化にご尽力いただけるものと期しております。また、株式会社ASKは、当社の大株主であるNR投資事業組

合の無限責任組合員であり、同社と当社との間には資金の貸付・借入等の関係がありますが、狩野氏と当社の間に

特別な利害関係はありませんので、外部の客観的な立場から経営監視機能を果たしていただけると認識しており

ます。
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社外監査役中紀人氏は、弁護士として法務に関する専門的な知見と豊富な経験を有しており、公正かつ客観的な

立場で当社取締役会の意思決定の妥当性の確保及び監査役会の適正な監査機能の確保のために、独立した立場か

ら監査役としての職務を遂行していただけると認識しております。

社外監査役伊藤知氏は、株式会社日刊自動車新聞社の代表取締役社長として会社経営に従事され、管理部門にお

ける幅広い経験と見識を有しており、当社が推進している内部統制の構築・強化等に資するものと考え、社外監査

役として選任しております。同氏と当社との間にも、また同氏が長期間にわたって取締役を務められた株式会社日

刊自動車新聞社と当社との間にも特別な利害関係はありませんので、独立した立場から監査役としての職務を遂

行していただけると認識しております。

　
④  役員の報酬等

イ  提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役
(社外取締役を除く。)

15,445 15,445 － － － ２

監査役
(社外監査役を除く。)

2,700 2,700 － － － １

社外役員 3,600 3,600 － － － ２

ロ  提出会社の役員ごとの報酬等の総額等

報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載しておりません。

ハ  使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

総額（千円） 対象となる役員の員数（名） 内  容

11,457 ２ 管理本部長・営業本部長として兼務

ニ  役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社は、役員の基本報酬の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めておりません。

　
⑤株式の保有状況

イ  投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的である株式

銘柄数                          １銘柄

貸借対照表計上額の合計額         0千円

ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

のうち、当事業年度における貸借対照表計上額が資本金の額の100分の1を超える銘柄

該当事項はありません。

ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

該当事項はありません。

　
⑥会計監査の状況

当社の業務を執行した公認会計士の氏名、所属する監査法人及び当社に係る継続監査の年数及び監査業務に係

る補助者は次のとおりであります。

資格 氏名 所属する監査法人名 継続監査年数(注)1

公認会計士 三浦　昭彦 アーク監査法人 ―

公認会計士 冨岡　慶一郎 アーク監査法人 ―

（注）1.継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。

2.監査業務に係る補助者の構成は監査法人の監査計画に基づき決定されております。

具体的には、公認会計士及び試験合格者を主たる構成員とし、システム専門家等その他の補助者も加

えて構成されております。

　
⑦取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。
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⑧取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議要件について、議決権を行使することができる株主の３分の１以上を有する株主が株

主総会に出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任については、累

積投票によらない旨を定款に定めております。

　
⑨株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項各号に定める株主総会の特別決議要件は、議決権を行使することができる株主の

議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めておりま

す。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的

とするものであります。

　
⑩株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

イ  自己株式の取得

当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得す

ることができる旨を定款に定めております。これは、自己株式の取得を取締役会の権限とすることにより、機動

的な資本政策の遂行が行えるようにすることを目的とするものであります。

ロ  中間配当

当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって毎年12月31日を基準日として中間配当

をすることができる旨を定款で定めております。これは、株主への機動的な利益還元を可能とすることを目的と

するものであります。

ハ  取締役及び監査役の責任免除

当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役（取締役であったものを含む。）及び監査役（監査役で

あったものを含む。）の同法第423条第１項の賠償責任につき、取締役会の決議によって、法令の定める限度にお

いて、その責任を免除することができる旨を定款に定めております。これは、取締役及び監査役がその期待され

る役割を十分に発揮できるようにすることを目的とするものであります。

　
(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

前事業年度 当事業年度

監査証明業務に基づく
報酬(千円)

非監査業務に基づく
報酬(千円)

監査証明業務に基づく
報酬(千円)

非監査業務に基づく
報酬(千円)

12,000 ― 9,600 ―

　
② 【その他重要な報酬の内容】

前事業年度

該当事項はありません。

当事業年度

該当事項はありません。

　
③ 【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前事業年度

該当事項はありません。

当事業年度

該当事項はありません。

　
④ 【監査報酬の決定方針】

監査公認会計士等から提示された監査報酬の見積りを基礎として、当社の規模や特性、監査日数等の諸要素を勘

案し、報酬水準の必要十分性を検討しております。
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第５【経理の状況】

　
１．財務諸表の作成方法について

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ

いて作成しております。

　
２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、事業年度（平成23年７月１日から平成24年６月30

日まで）の財務諸表について、アーク監査法人により監査を受けております。

　
３．連結財務諸表について

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表は作成しておりません。

　
４．財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っている場合

当社は、以下のとおり財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計

基準等の内容を適切に把握し、財務諸表等を適正に作成できる体制を整備するために、公益財団法人財務会計基準

機構へ加入しております。また、監査法人等による研修への参加、会計専門誌等による情報収集を行っております。
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１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成23年６月30日)

当事業年度
(平成24年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 104,741

※1
 72,133

売掛金 53,707 195,981

商品 39,737 14,711

貯蔵品 424 363

前払費用 4,311 5,579

未収入金 29,040 2,575

未収消費税等 5,447 －

立替金 － 4,261

その他 2,298 25

貸倒引当金 △800 △2,604

流動資産合計 238,910 293,026

固定資産

有形固定資産

建物 － 622

減価償却累計額 － △51

建物（純額） － 570

車両運搬具 857 857

減価償却累計額 △71 △857

車両運搬具（純額） 785 －

工具、器具及び備品 6,077 6,112

減価償却累計額 △5,060 △5,456

工具、器具及び備品（純額） 1,016 655

有形固定資産合計 1,802 1,226

無形固定資産

のれん 20,833 －

ソフトウエア 3,131 4,240

無形固定資産合計 23,964 4,240

投資その他の資産

関係会社株式 0 －

長期前払費用 3,375 1,552

差入保証金 1,362 8,699

その他 0 0

投資その他の資産合計 4,737 10,252

固定資産合計 30,505 15,719

資産合計 269,415 308,745
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（単位：千円）

前事業年度
(平成23年６月30日)

当事業年度
(平成24年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 53,122 102,799

1年内返済予定の長期借入金 17,030 －

1年内償還予定の社債 ※1
 40,000

※1
 40,000

未払金 16,577 13,404

未払費用 9,265 6,769

未払法人税等 5,460 4,832

未払消費税等 － 11,107

前受金 － 1,411

預り金 964 611

その他 196 －

流動負債合計 142,617 180,936

固定負債

社債 ※1
 80,000

※1
 40,000

固定負債合計 80,000 40,000

負債合計 222,617 220,936

純資産の部

株主資本

資本金 211,548 211,548

資本剰余金

資本準備金 205,448 205,448

その他資本剰余金 650,555 650,555

資本剰余金合計 856,003 856,003

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △987,268 △946,257

利益剰余金合計 △987,268 △946,257

自己株式 △36,225 △36,225

株主資本合計 44,058 85,069

新株予約権 2,740 2,740

純資産合計 46,798 87,809

負債純資産合計 269,415 308,745
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②【損益計算書】
（単位：千円）

前事業年度
(自 平成22年７月１日
 至 平成23年６月30日）

当事業年度
(自 平成23年７月１日
 至 平成24年６月30日）

売上高

商品売上高 248,223 1,607,958

テクニカル売上高 47,110 －

売上高合計 295,334 1,607,958

売上原価

商品売上原価

商品期首たな卸高 4,376 39,737

当期商品仕入高 235,675 1,268,565

合計 240,052 1,308,303

他勘定振替高 ※1
 5,071

※1
 242

商品期末たな卸高 39,737 31,940

商品評価損 242 17,229

商品売上原価 195,485 1,293,349

テクニカル売上原価 45,367 －

売上原価合計 240,852 1,293,349

売上総利益 54,481 314,608

販売費及び一般管理費 ※2
 284,627

※2
 251,014

営業利益又は営業損失（△） △230,145 63,594

営業外収益

受取利息 73 15

受取配当金 7 －

受取賃貸料 5,376 1,571

為替差益 － 40

関係会社株式売却益 － 147

雑収入 716 1,537

営業外収益合計 6,172 3,312

営業外費用

支払利息 853 1,071

社債利息 1,774 1,257

為替差損 7,285 －

支払手数料 7,493 －

支払保証料 1,718 1,654

貸倒損失 1,182 －

リース解約損 － 493

雑損失 2,040 226

営業外費用合計 22,348 4,702

経常利益又は経常損失（△） △246,321 62,204

特別利益

製品保証引当金戻入額 752 －

特別利益合計 752 －
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（単位：千円）

前事業年度
(自 平成22年７月１日
 至 平成23年６月30日）

当事業年度
(自 平成23年７月１日
 至 平成24年６月30日）

特別損失

減損損失 ※3
 10,579

※3
 15,848

関係会社株式評価損 12,761 －

本社移転費用 － 2,905

事業整理損 8,485 －

特別損失合計 31,826 18,753

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △277,395 43,450

法人税、住民税及び事業税 4,260 2,440

法人税等合計 4,260 2,440

当期純利益又は当期純損失（△） △281,655 41,010
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年７月１日
 至 平成23年６月30日)

当事業年度
(自 平成23年７月１日
 至 平成24年６月30日)

株主資本

資本金

当期首残高 149,055 211,548

当期変動額

新株の発行 62,492 －

当期変動額合計 62,492 －

当期末残高 211,548 211,548

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 142,955 205,448

当期変動額

新株の発行 62,492 －

当期変動額合計 62,492 －

当期末残高 205,448 205,448

その他資本剰余金

当期首残高 650,555 650,555

当期末残高 650,555 650,555

資本剰余金合計

当期首残高 793,510 856,003

当期変動額

新株の発行 62,492 －

当期変動額合計 62,492 －

当期末残高 856,003 856,003

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △705,612 △987,268

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △281,655 41,010

当期変動額合計 △281,655 41,010

当期末残高 △987,268 △946,257

利益剰余金合計

当期首残高 △705,612 △987,268

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △281,655 41,010

当期変動額合計 △281,655 41,010

当期末残高 △987,268 △946,257

自己株式

当期首残高 △36,225 △36,225

当期末残高 △36,225 △36,225
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年７月１日
 至 平成23年６月30日)

当事業年度
(自 平成23年７月１日
 至 平成24年６月30日)

株主資本合計

当期首残高 200,728 44,058

当期変動額

新株の発行 124,985 －

当期純利益又は当期純損失（△） △281,655 41,010

当期変動額合計 △156,670 41,010

当期末残高 44,058 85,069

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 37 －

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△37 －

当期変動額合計 △37 －

当期末残高 － －

新株予約権

当期首残高 － 2,740

当期変動額

新株予約権の発行 2,740 －

当期変動額合計 2,740 －

当期末残高 2,740 2,740

純資産合計

当期首残高 200,766 46,798

当期変動額

新株の発行 124,985 －

当期純利益又は当期純損失（△） △281,655 41,010

新株予約権の発行 2,740 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △37 －

当期変動額合計 △153,967 41,010

当期末残高 46,798 87,809
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④【キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前事業年度
（自 平成22年７月１日
    至 平成23年６月30日）

当事業年度
（自 平成23年７月１日
    至 平成24年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △277,395 43,450

減価償却費 4,650 2,509

減損損失 10,579 15,848

のれん償却額 4,166 4,999

長期前払費用の増減額（△は増加） 942 1,822

差入保証金償却額 1,333 －

製品保証引当金の増減額（△は減少） △3,301 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 800 1,804

受取利息及び受取配当金 △80 △15

為替差損益（△は益） 9,188 △40

支払利息 2,628 2,329

事業整理損失 1,304 －

関係会社株式評価損 12,761 －

関係会社株式売却損益（△は益） － △147

売上債権の増減額（△は増加） △23,827 △142,273

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,058 25,087

その他の資産の増減額（△は増加） 82,662 6,373

仕入債務の増減額（△は減少） 36,309 49,676

未払費用の増減額（△は減少） 2,669 △2,357

その他の負債の増減額（△は減少） △38,849 9,462

その他 3,296 －

小計 △169,102 18,530

利息及び配当金の受取額 125 12

利息の支払額 △3,040 △2,468

法人税等の支払額 △1,899 △3,733

営業活動によるキャッシュ・フロー △173,917 12,340

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △61,000 △36,000

定期預金の払戻による収入 33,000 36,000

長期預金の解約による収入 50,000 －

有形固定資産の取得による支出 △198 △957

有形固定資産の売却による収入 9,099 －

無形固定資産の取得による支出 △3,600 △2,100

無形固定資産の売却による収入 32,394 22,286

のれんの取得による支出 △25,000 －

投資有価証券の売却による収入 211 －

関係会社株式の売却による収入 － 148

差入保証金の差入による支出 △2,565 △7,337

投資活動によるキャッシュ・フロー 32,342 12,039
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（単位：千円）

前事業年度
（自 平成22年７月１日
    至 平成23年６月30日）

当事業年度
（自 平成23年７月１日
    至 平成24年６月30日）

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △23,878 △17,030

社債の償還による支出 △40,000 △40,000

株式の発行による収入 124,985 －

新株予約権の発行による収入 2,740 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 63,847 △57,030

現金及び現金同等物に係る換算差額 △9,188 40

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △86,916 △32,608

現金及び現金同等物の期首残高 154,658 67,741

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 67,741

※
 35,133
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。
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【重要な会計方針】

１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法

　
２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(1) 商品

総平均法

(2) 貯蔵品

最終仕入原価法

　
３．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

工具、器具及び備品  ３～10年

　
(2) 無形固定資産

定額法によっております。

なお、のれんについては、取得後５年で償却しております。

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

　
４．引当金の計上基準

貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

て個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　
５．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスクしか負わない短期投資であります。

　
６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方税の会計処理は、税抜方式によっております。
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【表示方法の変更】

（貸借対照表関係）

前事業年度において流動負債の「その他」に含めて表示していた「預り金」は、内容をより適切かつ明瞭に表示

するため、当事業年度から区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため前事業年度の財務諸表の組

替えを行っております。

この結果、前事業年度の貸借対照表において、流動負債の「その他」に表示していた1,160千円は、「預り金」964

千円、「その他」196千円として組替えております。

　
（損益計算書関係）

前事業年度において営業外費用の「雑損失」に含めて表示しておりました「支払保証料」は、営業外費用の総額

の100分の10を超えたため、当事業年度より独立掲記しております。この表示方法を反映させるため、前事業年度の財

務諸表の組替えを行っております。

この結果、前事業年度の損益計算書において、「営業外費用」の「雑損失」に表示していた3,759千円は、「支払保

証料」1,718千円、「雑損失」2,040千円として組替えております。

　
【追加情報】

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関

する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

※１．担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

　
　

前事業年度
(平成23年６月30日)

当事業年度
(平成24年６月30日)

預金 28,000千円 28,000千円

　
担保付債務は、次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(平成23年６月30日)
当事業年度

(平成24年６月30日)

1年内償還予定の社債 40,000千円 40,000千円

社債 80,000千円 40,000千円

　
（損益計算書関係）

※１．他勘定振替高の主たるものは、LED商品をサンプル品として提供したことによる販売促進費への振替高であります。

　　

※２．販売費及び一般管理費の主なもののうち主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

　

　
前事業年度

(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当事業年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

給与手当 94,690千円 80,482千円

支払手数料 44,369千円 29,768千円

役員報酬 20,525千円 21,745千円

旅費交通費 14,225千円 20,732千円

法定福利費 15,732千円 13,867千円

顧問料 17,246千円 13,641千円

減価償却費 3,506千円 2,509千円

貸倒引当金繰入額 800千円 1,804千円

　 　 　

おおよその割合 　 　

販売費 55 ％ 58 ％

一般管理費 45 ％ 42 ％
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※３．減損損失

当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　
前事業年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日）

用途 種類 場所

半導体事業関連設備
建物
工具、器具及び備品

横浜テクニカルセンター
（神奈川県横浜市）

本社設備等
工具、器具及び備品
ソフトウェア

本社
（東京都港区）

(１) 資産のグルーピングの方法

当社は、原則として、事業用資産については事業を基礎としたプロダクツ単位でグルーピングを行っております。

また、本社設備については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。

(２) 減損損失の認識に至った経緯

半導体事業の事業活動の一時凍結を決定したことに伴い、半導体事業に関連する設備及びこれに関連する本社設

備等を処分による回収可能額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。

(３) 回収可能価額の算定方法

回収可能価額は、正味売却可能価額により測定しております。

(４) 減損損失の金額

減損処理額10,579千円を減損損失として特別損失に計上しております。

　
当事業年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日）

用途 種類 場所

本社設備等
工具、器具及び備品
ソフトウェア

本社
（東京都中央区）

LED照明機器事業関連 のれん
本社
（東京都中央区）

(１) 資産のグルーピングの方法

当社は、原則として、事業用資産については事業を基礎としたプロダクツ単位でグルーピングを行っております。

また、本社設備については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産としております。

(２) 減損損失の認識に至った経緯

当事業年度において、本社移転の意思決定を行い、本社設備等を処分する見込みとなったため、本社設備等につい

て減損損失を計上しております。

また、LED照明機器販売事業に係るのれんは、当初の事業計画において想定していた収益が見込めなくなったた

め、減損損失を認識しております。

(３) 回収可能価額の算定方法

回収可能価額は、本社設備等については、正味売却可能価額により測定しております。

LED照明機器販売事業に係るのれんについては、保守的に見積りを行い、回収可能価額を零としております。

(４) 減損損失の金額

減損処理額15,848千円を減損損失として特別損失に計上しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日）

１．発行済株式及び自己株式に関する事項

　 当事業年度期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式 　 　 　 　

    普通株式 （注） 50,623株 56,333株 ―株 106,956株

自己株式 　 　 　 　

    普通株式 338株 ―株 ―株 338株

（注）普通株式の当期増加株式数56,333株は、第三者割当増資の払込を受けたことによるものであります。

　
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業
年度末残高
（千円）

当事業年度
期首

増加 減少 当事業年度末

第５回新株予約権 (平成23年
６月30日発行)

普通株式 ― 20,000 ― 20,000 2,740

合  計 ― ― 20,000 ― 20,000 2,740

(注)  １  目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま

す。

２  第５回新株予約権の増加は、平成23年６月29日の臨時株主総会決議の基づき発行したことによります。

３  第５回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

　
当事業年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日）

１．発行済株式及び自己株式に関する事項

　 当事業年度期首株式数 当期増加株式数 当期減少株式数 当事業年度末株式数

発行済株式 　 　 　 　

    普通株式 106,956株 ― ― 106,956株

自己株式 　 　 　 　

    普通株式 338株 ― ― 338株

　
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数(株） 当事業
年度末残高
（千円）

当事業年度
期首

増加 減少 当事業年度末

第５回新株予約権 (平成23年
６月30日発行)

普通株式 20,000 ― ― 20,000 2,740

合  計 ― 20,000 ― ― 20,000 2,740

(注)  １  目的となる株式の数は、新株予約権が権利行使されたものと仮定した場合における株式数を記載しておりま

す。

２  第５回新株予約権は、平成23年６月29日の臨時株主総会決議に基づき発行したことによります。

３  第５回新株予約権の権利行使期間は、平成24年１月１日から平成28年６月30日までとなります。
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであります。
　

　
前事業年度

(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当事業年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

現金及び預金 104,741千円 72,133千円

預入期間が3ヶ月を超える定期預金 37,000千円 37,000千円

現金及び現金同等物 67,741千円 35,133千円

　
（リース取引関係）

リース取引開始日が平成20年６月30日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

(１) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

　 (単位：千円)

　

当事業年度
(平成24年６月30日)

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額

工具、器具及び備品 6,335 6,335 ―

合計 6,335 6,335 ―

　
(２) 未経過リース料期末残高相当額

　 　 (単位：千円)

　
前事業年度

(平成23年６月30日)
当事業年度

(平成24年６月30日)

１年内 2,278 275

１年超 332 ―

合計 2,610 275

　
(３) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　 　 (単位：千円)

　
前事業年度

(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当事業年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

支払リース料 2,343 1,622

減価償却費相当額 1,369 545

支払利息相当額 157 49

　
(４) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法に

よっております。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については預金等の安全性の高い金融資産に限定しております。資金調達については、銀行借入によ

ることを基本的な取組方針としておりますが、経営戦略に照らし合わせて、市場の状況を勘案の上、社債発行又は増資等

により必要な資金を調達しており、投機的な取引は行わない方針であります。

　
（２）金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

海外企業との取引により生じる外貨建ての営業債務は、為替の変動リスクに晒されております。

社債は、主に運転資金に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後１年９ヶ月であります。この

うち一部は金利変動リスクに晒されております。

　
（３）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理

当社は、販売管理規程に従って、営業債権については、各事業部及び管理本部が主要な取引先の状況及び入金状況

を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念

の早期把握や軽減を図っております。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

外貨建て営業債務に係る為替変動リスクを抑制するために、為替予約取引を利用しております。

③資金調達に係る流動性リスクの管理

各部門からの報告に基づいて管理本部が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の維持など

により流動性リスクを管理しております。

　
（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算出された価額が含まれてお

ります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価

額が変動することがあります。

　
（５）信用リスクの集中

当期の貸借対照表日現在における営業債権のうち約92％が特定の大口顧客に対するものであります。

　
２．金融商品の時価等に関する事項

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困

難と認められるものは、次表には含まれておりません。

　
前事業年度（平成23年６月30日）

　 貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

（１）現金及び預金 104,741 104,741 ―

（２）売掛金 53,707 53,707 ―

（３）未収入金 29,040 29,040 ―

資産計 187,490 187,490 ―

（１）買掛金 53,122 53,122 ―

（２）1年内返済予定の長期借入金 17,030 17,044 14

（３）1年内償還予定の社債 40,000 41,353 1,353

（４）社債 80,000 80,913 913

負債計 190,152 192,434 2,282
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当事業年度（平成24年６月30日）

　 貸借対照表計上額(千円) 時価(千円) 差額(千円)

（１）現金及び預金 72,133 72,133 ―

（２）売掛金 195,981 195,981 ―

資産計 268,114 268,114 ―

（１）買掛金 102,799 102,799 ―

（２）1年内償還予定の社債 40,000 40,869 869

（３）社債 40,000 40,320 320

負債計 182,799 183,989 1,190

　
（注）１.金融商品の時価の算定方法に関する事項

資産

（１）現金及び預金、（２）売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

　
負債

（１）買掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

（２）1年内償還予定の社債、（３）社債

これらの時価については、元利金の合計額を同様の社債を発行した場合に想定される利率で割り引いた現在価値

により算定しております。

　
（注）２.金銭債権の決算日後の償還予定額

　
前事業年度（平成23年６月30日）

　
1年内
(千円)

1年超
5年以内
(千円)

5年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 104,741 ― ― ―

売掛金 53,707 ― ― ―

未収入金 29,040 ― ― ―

合計 187,490 ― ― ―

　
当事業年度（平成24年６月30日）

　
1年内
(千円)

1年超
5年以内
(千円)

5年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現金及び預金 72,133 ― ― ―

売掛金 195,981 ― ― ―

合計 268,114 ― ― ―
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（注）３.社債及び長期借入金の決算日後の返済予定額

　
前事業年度（平成23年６月30日）

　
1年内
(千円)

1年超
5年以内
(千円)

5年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

1年内返済予定の長期借入金 17,030 ― ― ―

1年内償還予定の社債 40,000 ― ― ―

社債 ― 80,000 ― ―

合計 57,030 80,000 ― ―

　
当事業年度（平成24年６月30日）

　
1年内
(千円)

1年超
5年以内
(千円)

5年超
10年以内
(千円)

10年超
(千円)

1年内償還予定の社債 40,000 ― ― ―

社債 ― 40,000 ― ―

合計 40,000 40,000 ― ―

　
（有価証券関係）

前事業年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日）

１．子会社及び関連会社株式

子会社及び関連会社株式（貸借対照表計上額  関係会社株式  0千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが

極めて困難と認められることから、記載しておりません。

　
２．その他有価証券（平成23年６月30日）

該当事項はありません。

　
３．当事業年度中に売却したその他有価証券

当事業年度中に売却したその他有価証券は、重要性が乏しいため記載を省略しております。

　
４．減損処理を行った有価証券

当事業年度において、関係会社株式について12,761千円減損処理を行っております。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式の減損処理にあたっては、財務状態等を勘案し必

要と認められた額について減損処理を行っております。

　
当事業年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日）

１．子会社及び関連会社株式

該当事項はありません。

　
２．その他有価証券（平成24年６月30日）

該当事項はありません。

　
３．当事業年度中に売却したその他有価証券

該当事項はありません。

　
４．減損処理を行った有価証券

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

当社は、確定拠出型退職給付制度として、確定拠出年金制度を採用しております。

　
２．退職給付費用に関する事項

　
前事業年度

(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当事業年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

確定拠出型退職給付制度に係る費用(千円) 1,535 783
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（ストック・オプション等関係）

前事業年度（自　平成22年７月１日　至　平成23年６月30日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(１) ストック・オプションの内容

　
第３回

ストック・オプション
第４回

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 取締役１名  従業員２名 従業員４名

ストック・オプションの数 普通株式  48株 普通株式  64株

付与日 平成16年３月30日 平成16年９月21日

権利確定条件
付与日（平成16年３月30日）以降、
権利確定日（平成18年３月31日）
まで継続して勤務している。

付与日（平成16年９月21日）以降、
権利確定日（平成18年７月31日）
まで継続して勤務している。

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。

権利行使期間

自  平成18年３月31日
至  平成23年３月30日

ただし、権利確定後退職した場合は行
使できない。

自  平成18年７月31日
至  平成23年７月30日

ただし、権利確定後退職した場合は行
使できない。

　
(２) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換

算して記載しております。

①  ストック・オプションの数

　
第３回

ストック・オプション
第４回

ストック・オプション

権利確定前（株） 　 　

  期首 ― ―

  付与 ― ―

  失効 ― ―

  権利確定 ― ―

  未確定残 ― ―

権利確定後（株） 　 　

  期首 48 64

  権利確定 ― ―

  権利行使 ― ―

  失効 48 24

  未行使残 ― 40

　
②  単価情報

　
第３回

ストック・オプション
第４回

ストック・オプション

権利行使価格(円) 25,000 38,750

行使時平均株価(円) ― ―

公正な評価単価 (付与日)(円) ― ―
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当事業年度（自　平成23年７月１日　至　平成24年６月30日）

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(１) ストック・オプションの内容

　
第４回

ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 従業員４名

ストック・オプションの数 普通株式  64株

付与日 平成16年９月21日

権利確定条件
付与日（平成16年９月21日）以降、
権利確定日（平成18年７月31日）
まで継続して勤務している。

対象勤務期間 定めておりません。

権利行使期間

自  平成18年７月31日
至  平成23年７月30日

ただし、権利確定後退職した場合は行
使できない。

　
(２) ストック・オプションの規模及びその変動状況

当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換

算して記載しております。

①  ストック・オプションの数

　
第４回

ストック・オプション

権利確定前（株） 　

  期首 ―

  付与 ―

  失効 ―

  権利確定 ―

  未確定残 ―

権利確定後（株） 　

  期首 40

  権利確定 ―

  権利行使 ―

  失効 40

  未行使残 ―

　
②  単価情報

　
第４回

ストック・オプション

権利行使価格(円) 38,750

行使時平均株価(円) ―

公正な評価単価 (付与日)(円) ―
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
前事業年度

(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当事業年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

（繰延税金資産） 　 　

　税務上の繰越欠損金 417,709千円 351,651千円

　商品評価損損金不算入額 96千円 4,728千円

　減損損失損金不算入額 ―千円 5,643千円

　貸倒引当金損金不算入額 320千円 641千円

　投資有価証券評価損損金不算入額 5,109千円 ―千円

　貸倒損失損金不算入額 473千円 ―千円

　その他 32千円 1,849千円

　評価性引当金額 △423,742千円 △364,514千円

　繰延税金資産計 ―千円 ―千円

（繰延税金負債） ― ―

　
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　
前事業年度

(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当事業年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

　
課税所得が発生していないた
め、記載を省略しております。

同左

　
３．法人税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114

号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年

法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年７月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復

興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実

効税率は従来の40.69％から、平成24年７月１日に開始する事業年度から平成26年７月１日に開始する事業年度に解消が

見込まれる一時差異については38.01％に、平成27年７月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異につ

いては35.64％となります。なお、この税率変更に伴う影響はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前事業年度（自　平成22年７月１日　至　平成23年６月30日）

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち独立分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経営資源の配

分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、事業のカテゴリー別に「半導体事業」及び「LED照明機器販売事業」の２つを報告セグメントとしております。

当社は、「半導体事業」として、①半導体製造装置メーカーとの代理店契約に基づいた新品装置の販売事業、②中古半導

体製造装置を査定して買い取り、リファービッシュ（修理・再生）したうえで、顧客の生産ラインに合わせて据付け調整、

動作確認、立上げまで実施して通常３ヶ月間の品質保証付きで納入するリファブ装置の販売事業、③半導体装置のリ

ファービッシュ（修理・再生）・据付け・保守など技術サービス及び補修部品の販売事業、さらに④デバイスの試作や設

計等に係るソフトウェアの販売・保守・アプリケーションサポートを行っておりましたが、平成23年１月27日に既報のと

おり、半導体事業の事業活動を一時凍結することを決定しております。

一方、「LED照明機器販売事業」としましては、LED照明機器を①小売流通店舗、物流倉庫、オフィスビルや官公庁等の顧

客にLED照明機器を販売する事業、②代理店契約（平成23年６月現在で53件）を締結している卸売先及びLED照明機器の

リース・レンタル事業を営んでいる会社等にLED照明機器を販売する事業を行っております。

　
２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であり、報告セグメ

ントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　
３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、その他の項目の金額に関する情報

　 　 　 （単位：千円）

　

報告セグメント

調整額
財務諸表計上額
（注1）半導体関連事業

LED照明機器
販売事業

計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 72,581 222,752 295,334 ― 295,334

  セグメント間の内部 　 　 　 　 　

  売上高又は振替高計 ― ― ― ― ―

計 72,581 222,752 295,334 ― 295,334

セグメント損失（△） △32,292 △197,853△230,145 ― △230,145

その他の項目 　 　 　 　 　

  減価償却費 1,582 3,067 4,650 ― 4,650

  のれんの償却額 ― 4,166 ― ― 4,166

  減損損失 7,852 ― 7,852 2,727 10,579

（注）1.セグメント損失は、損益計算書の営業損失と一致しております。

2.資産については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象となっていないため、事業セグメン

トに配分しておりません。

　
当事業年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日）

当社は、LED照明機器販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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【関連情報】

前事業年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日）

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　
２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外への外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　
３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：千円)

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

株式会社ヤマダ電機 49,054 LED照明機器販売事業

株式会社デジアイズ 35,437 LED照明機器販売事業

　
当事業年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日）

１  製品及びサービスごとの情報

単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

　
２  地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦以外への外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　
３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：千円)

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名

株式会社ヤマダ電機 1,456,606 LED照明機器販売事業

東急ファシリティサービス株式会社 17,152 LED照明機器販売事業

株式会社協同技術センター 16,560 LED照明機器販売事業

　
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

該当事項はありません。
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【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日）

　 　 　 　 （単位：千円）

　 半導体関連事業 LED照明機器販売事業 全社・消去 合計

当期償却額 ― 4,166 ― 4,166

当期末残高 ― 20,833 ― 20,833

　
当事業年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日）

当社は、LED照明機器販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

　
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。

　
（持分法損益等）

前事業年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日）

利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。

　
当事業年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日）

利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。
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【関連当事者情報】

前事業年度（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日）

１.関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者の取引

（１）親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地

資本金
又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

法人主要
株主

株式会社
デジアイ
ズ

岩手県
奥州市

50,000
包装・荷造
機械製造業

（被所有）
直接 5.8

当社取扱
いの製品
販売

LED照明機
器の販売

35,437売掛金 662

※取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、価格交渉の上で決定しております。

（注2）取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

　
（２）役員及び個人主要株主等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地

資本金
又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

役員及び
個人主要
株主

溝邉乃利
雄

― ―
当社代表
取締役

（被所有）
直接 14.8

当社代表
取締役

金銭消費
貸借契約

20,000― ―

※取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）利率については、市場金利を勘案して決定しております。

　
当事業年度（自  平成23年７月１日  至  平成24年６月30日）

１.関連当事者との取引

財務諸表提出会社と関連当事者の取引

（１）親会社及び法人主要株主等

種類
会社等の
名称又は
氏名

所在地

資本金
又は
出資金
(千円)

事業の内容
又は職業

議決権等
の所有
（被所有）
割合（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

その他の
関係会社

株式会社
ASK

東京都
中央区

30,000
自動車卸売
販売

（被所有）
間接 32.9

役員の兼
任

資金の借入 35,000 ― ―

※取引条件及び取引条件の決定方針等

（注1）利率については、市場金利を勘案して決定しております。

　
２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　
前事業年度

(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当事業年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

１株当たり純資産額 413.24円 797.89円

１株当たり当期純利益金額
又は当期純損失金額(△)

△4,857.22円 384.65円

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額

１株当たり当期純損失であるた
め、記載しておりません。

358.03円

(注) １. １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

項目
前事業年度

(自  平成22年７月１日
至  平成23年６月30日)

当事業年度
(自  平成23年７月１日
至  平成24年６月30日)

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失
金額（△）

　 　

　当期純利益又は純損失（△）　(千円) △281,655 41,010

　普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損
失（△）（千円）

△281,655 41,010

　普通株式の期中平均株式数（株） 57,987 106,618

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 　 　

　当期純利益調整額（千円） ― ―

　普通株式増加数（株） 56,333 7,927

　（うち新株予約権）（株） 20,000 7,927

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整
後１株当たり当期純利益金額の算定に含ま
れなかった潜在株式の概要

新株予約権２種類
（新株予約権の数    20,040個)
第４回新株予約権        40個
第５回新株予約権    20,000個

―

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(平成23年６月30日)
当事業年度

(平成24年６月30日)

純資産の部の合計額（千円） 46,798 87,809

純資産の部の合計額から控除する金額
（千円）

2,740 2,740

（うち新株予約権）（千円） 2,740 2,740

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 44,058 85,069

１株当たり純資産の算定に用いられた期末
の普通株式の数（株）

106,618 106,618

　

　
次へ
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（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

有価証券の金額が資産総額の100分の１以下のため、財務諸表等規則第124条の規定により記載を省略しておりま

す。

　
【有形固定資産等明細表】

資産の種類
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（千円）

当期末残高
（千円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（千円）

当期償却額
（千円）

差引当期末
残高（千円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  建物 － 622 － 622 51 51 570

  車両運搬具 857 － － 857 857 785 －

  工具、器具及び備品 6,077 335 300 6,112 5,456 680 655

　 　 　 (15)　 　 　 　

有形固定資産計
6,934 957 300 7,592 6,365 1,518 1,226

　 　 (15)　 　 　 　

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

  のれん 25,000 － 25,000 － － 4,999 －

　 　 　 (15,833)　 　 　 　

  ソフトウェア 6,349 2,100 － 8,449 4,209 991 4,240

無形固定資産計
31,349 2,100 25,000 8,449 4,209 5,991 4,240

　 　 (15,833)　 　 　 　

長期前払費用 3,375 － 1,822 1,552 － － 1,552

（注）1. 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。

ソフトウェア　　　　　業務用ソフトウェアの取得によるもの　　　　2,100千円

2．当期減少額のうち主なものは、次のとおりであります。

のれん　　　　　　　　減損処理によるもの　　　　　　　　　　　　15,833千円

3．「当期減少額」欄の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。

　
【社債明細表】

銘柄 発行年月日
当期首残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率(％) 担保 償還期限

第１回信用保証
協会保証付私募債

平成21年3月25日
120,000

 
80,000
(40,000)

1.27有 平成24～26年

（注）１．当期末残高のうち、( )内は１年以内の償還予定額である。

２．貸借対照表日後５年以内における１年ごとの償還予定額の総額

　
１年以内
（千円）

１年超２年以内
（千円）

２年超３年以内
（千円）

３年超４年以内
（千円）

４年超５年以内
（千円）

　 40,000 40,000 － － －
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【借入金等明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

返済期限

短期借入金 － － － －

１年以内に返済予定の長期借入金 17,030 － － －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く） － － － －

計 17,030 － － －

（注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。

　
【引当金明細表】

区分
当期首残高
（千円）

当期増加額
（千円）

当期減少額
（目的使用）
（千円）

当期減少額
（その他）
（千円）

当期末残高
（千円）

貸倒引当金 800 1,804 － － 2,604

　
　
【資産除去債務明細表】

該当事項はありません。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①  現金及び預金

区分 金額（千円）

現金 69

預金 　

  普通預金 8,063

  定期預金 28,000

  定期積立預金 9,000

  通知預金 27,000

小計 72,063

合計 72,133

②  売掛金

(イ)相手先別内訳

相手先 金額（千円）

  株式会社ヤマダ電機 164,430

  株式会社トクシン電気 15,333

  株式会社サッポロミナミスズキ 5,452

  インバースネット株式会社 1,668

  東西海運株式会社 1,386

  その他 7,711

合計 195,981

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

当期首残高
（千円）

当期発生高
（千円）

当期回収高
（千円）

当期末残高
（千円）

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C)

(A) ＋ (B)
× 100

　 (A) ＋ (D)　

　 ２ 　

　 (B) 　

　 366 　

53,707 1,681,5201,539,247195,981 88.7 27.2

（注）  消費税等の会計処理は、税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

③  商品

品目 金額（千円）

LED照明機器 14,711

合計 14,711
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④  貯蔵品

品目 金額（千円）

諸掛在庫 142

会社案内 125

印紙 54

切手 28

その他 12

合計 363

⑤  買掛金

相手先 金額（千円）

  株式会社共立電商 97,905

  株式会社シルベック 1,020

　その他 3,873

合計 102,799

　

(3) 【その他】

当事業年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当事業年度

売上高（千円） 608,690 1,318,151 1,533,759 1,607,958

税引前四半期(当期)純利益

金額（千円）
48,008 114,077 105,426 43,450

四半期(当期)純利益金額

（千円）
47,397 112,855 103,593 41,010

１株当たり四半期(当期)純

利益金額（円）
444.55 1,058.50 971.64 384.65

　

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり

四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損

失金額(△)（円）

444.55 613.95 △86.80 △586.98
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第６【提出会社の株式事務の概要】

　

事業年度 ７月１日から６月30日まで

定時株主総会 ９月中

基準日 ６月30日

剰余金の配当の基準日 12月31日、６月30日

１単元の株式数 ―

単元未満株式の買取り 　

  取扱場所 ―

  株主名簿管理人 ―

  取次所 ―

  買取手数料 ―

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむ
を得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。
公告掲載ＵＲＬ
http://www.noah-corp.com/

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

親会社等はありません。

２ 【その他の参考情報】

最近事業年度の開始日から本有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)  有価証券報告書及びその添付書類並びに有価証券報告書の確認書

事業年度  第11期（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日）平成23年９月29日に関東財務

局長に提出

(2)  内部統制報告書及びその添付書類

事業年度  第11期（自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日）平成23年９月29日に関東財務

局長に提出

(3)  四半期報告書、四半期報告書の確認書

第12期第１四半期（自  平成23年７月１日  至  平成23年９月30日）平成23年11月14日関東財務局

長に提出

第12期第２四半期（自  平成23年10月１日  至  平成23年12月31日）平成24年２月14日関東財務局

長に提出

第12期第３四半期（自  平成24年１月１日  至  平成24年３月31日）平成24年５月15日関東財務局

長に提出

(4)  臨時報告書

平成23年10月３日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（定時株主総会における議決権行使の

結果）の規定に基づく臨時報告書であります。

平成23年11月９日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時

報告書であります。

平成24年９月６日関東財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時

報告書であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

平成24年9月28日

株式会社ノア

取締役会 御中

アーク監査法人

指定社員

業務執行社員
公認会計士 三浦 昭彦  

指定社員

業務執行社員
公認会計士 冨岡 慶一郎

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている株式会社ノアの平成23年７月１日から平成24年６月30日までの第12期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その

他の注記及び附属明細表について監査を行った。

　
財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成

し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明

することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得る

ために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続

は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択

及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当

監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と

適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並

びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社ノアの平成24年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及び

キャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ノアの平

成24年６月30日現在の内部統制報告書について監査を行った。

　
内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる

財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない

可能性がある。

　
監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る

内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法

人に内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき内部統制監査を実施することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠

を入手するための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼

性に及ぼす影響の重要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制

の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示

を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　
監査意見

当監査法人は、株式会社ノアが平成24年６月30日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した

上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基

準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。

　
利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　

 
※１  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。

２  財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていない。
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